
島根県営繕工事設計委託仕様書

島根県総務部営繕課



第 １ 章 ． 一 般 事 項 

Ｃ Ａ Ｄ に よ る 作 図    ＣＡＤにより作図を行う場合は、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ（ＤＸＦファイ

ル）を提出すること。                                          

  文 字    文字は楷書で左横書きを原則とする。                            

  寸 法 単 位    数量単位はメ－トル法による。寸法線の記載数字及び部材寸法は、㎜単位

にて記入する。                                            

  表 示 記 号    図面に使用する記号及び表示方法は、下記を原則とする。その他、必要に

応じて「凡例符号」等を作成し表示する。                    

                     １）建 築 工 事                                            

                      ａ）ＪＩＳＡ０１５０（建築製図通則）の付表による表示記号  

                      ｂ）国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修「建築工事標準詳細図」

による表示記号及び略号 

                     ２）電 気 設 備 工 事

                      ａ）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築設備工事標準図（電

気設備工事編）」による図示記号      

                     ３）機 械 設 備 工 事

                      ａ）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築設備工事標準図（機

械 設備工事編）」による図示記号      

                      ｂ）空気調和衛生工業会制定による図示記号                  

  適 用 基 準    関係法令の他、下記の基準類等による。（特記なき図書は、国土交通省大

臣官房官庁営繕部監修による。）                           

                       下記基準によらない場合は、あらかじめ係員と協議する。          

                     建築意匠                                                        

・建築工事設計図書作成基準及び同資料      令和２年改定 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）     令和４年版 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）   令和４年版 

・公共建築木造工事標準仕様書          令和４年版 

・建築物解体工事共通仕様書           令和４年版 

・建築工事標準詳細図              令和４年改定 

・敷地調査共通仕様書              令和４年改定 

・構内舗装・排水設計基準及び同資料       平成 27 年制定 

・擁壁設計標準図                平成 12 年版 

・建築設計基準及び同資料            令和４年改定 

・島根県ひとにやさしいまちづくり条例施設整備マニュアル 

                                  平成 26 年 3 月改訂版 

                     建築構造                                                        

・建築構造設計基準及び同資料          令和３年改定 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準      平成 25 年制定 

                     建築設備 

・建築設備工事設計図書作成基準         令和３年版 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）   令和４年版 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 令和４年版 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）   令和４年版 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）   令和４年版 

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 令和４年版 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）   令和４年版 



・建築設備設計基準               令和３年版 

・建築設備設計計算書作成の手引         令和３年版 

・建築設備計画基準               令和３年版 

・(一財)日本建築センター発行 

建築設備耐震設計・施工指針          2014 年版 

                     積算                                                            

・公共建築工事積算基準             平成 28 年改定 

・公共建築工事内訳書標準書式          令和５年版 

・公共建築数量積算基準             令和５年版 

・公共建築設備数量積算基準           令和５年版 

特 記 仕 様 書    島根県総務部営繕課の定めた様式とする。記載事項及び方法等に    

                    ついては、あらかじめ監督職員と打合せを行う。                        

  調 査    設計着手前に、建設用地について必ず下記事項を調査し報告する。  

                     １）建 築 工 事                                            

                      ａ）建築基準法による地域指定の有無 

                      ｂ）敷地内の障害物の有無 

                        （既設建物、樹木、地下埋設物等） 

                      ｃ）建設用地と周辺隣地の関係 

                             （境界位置、高さ関係、排水経路等） 

                      ｄ）関係法規、条例及び規則等による諸制限の有無 

                         ｅ）敷地内の高低差 

                         ｆ）工事用車両の進入方法 

                     ２）電 気 設 備 工 事

                      ａ）配電線路、電圧種別、電柱位置及び番号、電話線路等 

                      ｂ）関係法規、条例及び規則等による諸制限の有無 

                      ｃ）電力会社、電話会社等の協議 

                         ｄ）電波障害の発生の恐れの有無 

                     ３）機 械 設 備 工 事

                      ａ）上水道に関する事項 

                      ｂ）下水道に関する事項 

                      ｃ）都市ガスに関する事項 

                      ｄ）関係法規、条例及び規則等による諸制限の有無 

                         ｅ）その地域における排水事情に関する事項 

                     別紙２～５の各「打合せ事項記録書」及び「給排水衛生設備工事設計調査

表」を提出する。 (必要手続き書類書式も併せて提出のこと）              

   内 訳 書      島根県総務部営繕課が定めた様式による。なお、委託要領書に指定のある

場合には、『 営繕積算システムＲＩＢＣ２（一般財団法人建築コスト管理シ

ステム研究所）』の内訳書作成システムにより作成する。 

   計 算 書      各種計算書の用紙はＡ４版とする。                              

   構 造 計 算      日本建築学会の基準に準ずる。仮定及び方針については、事前に承認を受

けること。                                              

  製品名・会社名    図面には原則として、製品名及び会社名等の固有名詞は使用しない。一般

名を記入し、製品指定は特記仕様書に記載する。 



設 計 着 手 前 の    島根県総務部営繕課で定めた様式により、下記のものを提出する。  

  提 出 書 類    １）管理技術者等届 

                     ２）委託業務工程表 

                       ３）委託（下請負）承諾願（業務の一部を第三者に委託しようとする場

合） 

打 合 せ 記 録      監督職員との打合せは進捗に影響しないよう計画的に行い、その記録はす

みやかに提出（電子メール、ＦＡＸ可）する。また、業務完了時にもまとめ

て再度提出する。 

第 ２ 章 ．  建 築 工 事 

特 記 仕 様 書    標準仕様書に示されていない事項及び標準仕様書において、特記によると

されているものを記入する。 

配 置 図 及 び    下記については必ず記入する。 

付 近 見 取 図    １）工事概要及び施工条件 

                       ２）既存建物の隣棟、隣地、隣家等との間隔及び工作物の位置 

                      ３）本工事に含まれる浄化槽、受水槽及びポンプ室等の位置 

                     ４）公道の位置、幅員、方位及び隣地の状況等 

                       ５）敷地の現状高さ、仕上げ高さ及びその高さの基準点の位置 

  面 積 表    建築基準法により、敷地、建物等の面積、建ぺい率及び容積率等を記入す

る。 

                       施設により特種な面積表を必要とする場合があるので事前に確認すること。 

内 外 仕 上 表    １）外部、内部共必ず作成する。 

                     ２）外部又は同室内で仕上げ材及び下地材が異なる部分は、それぞれ記入

す    る。 

各 階 平 面 図    １）本工事に含まれないものは、別途工事である事を明確にする。 

                     ２）屋階平面図には、ル－フドレン、屋根勾配、水槽、物干し場等の位置、

屋根の目地及び吊環位置等を記入する。 

  立 面 図    １）手すり、とい、タラップ、レジスタ－換気孔、換気扇及び床下換気孔

等の位置を記入し、全面作図する。 

                     ２）仕上げを明示する。 

  断 面 図    建物高、軒高、階高、居室天井高、窓高及び床高等を記入する。 

                     また、Ｇ．Ｌ（仕上げ、現状共）及び道路との関係等も明確にする。 

  矩 計 図    １）基準寸法を明確にする。 

                     ２）下地材を含めた仕上げ及び納まり等については、国土交通省大臣官房

官庁営繕部整備課監修「建築工事標準詳細図」による分類番号の表示

方法とする。 

平 面 詳 細 図    １）各部寸法及び部材寸法は、明確にする。 

                     ２）別途工事についても関係寸法は掌握して作図する。 

  展 開 図    １）全ての室を４面図示する。 

                     ２）仕上げ及び下地材の異なる部分は明示する。 

                       ３）工事に含まれる備品も明示する。 



  各 伏 図    天井伏図には、露出する梁の位置、点検口（設備工事との関連を検討の

上）及びカ－テンボックス等を明確にする。 

各 部 詳 細 図    １）寸法及び仕上げ等を明確にし、納まりの複雑な部分については、特に

明示する。 

                     ２）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築工事標準詳細図」による分

類番号の表示方法以外の特殊なものを記入する。 

家 具 表 及 び    家具符号図は、「凡例符号」を作成の上記入する。 

家 具 符 号 図

構 造 関 係 図    １）配筋は特記による。 

                     ２）配筋図には必ず開口部の補強筋等を詳細に記入する。 

                     ３）スラブ配筋は、断面リストのみによらず必ず標準平面配筋図を作成す

る。 

                     ４）構造以外の雑配筋図を詳細に記入する。 

                     ５）鉄筋の径別表示は国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修「建築工

事標準詳細図」による。 

  基 礎 伏 図    木造の場合は、床下換気孔、アンカ－ボルト及び束石等の位置を明確にす

る。 

そ の 他 事 項    １）設計図の記載にあたっては、各工事の設計者と充分打合せを行う。特

に意匠図と構造図、建築図面と各設備図面等との整合性を図る。納ま

り関係についても充分検討して作図する。 

                     ２）将来の増設を留意した各設備工事の配管及び配線等については、梁、

壁及び床部分に予備の貫通スリ－ブ等を考慮した設計とする。 

                     ３）工事規模の大小、図面内容の過密等の状況により各図面は重複しても

よい。 

                       ４）図面枚数が多い場合は、図面リストを作成すること。 



 図面の種類及び整理の順序 

  必要とする設計図、縮尺及び順序は、下表を標準とする。 

順序 図 面 名 称 縮 尺 摘 要 

１ 特 記 仕 様 書 島根県の様式による 

２ 配置図及び付近見取図 
1/200､1/300

1/500､1/1000 

３ 内 外 仕 上 表 

４ 各 階 平 面 図 1/100、1/200 

５ 立 面 図 及 び 断 面 図 1/100、1/200 

６ 矩 計 図 1/20、1/30 

７ 階 段 詳 細 図 1/20、1/30 

８ 平面詳細図及び展開図 1/20、1/30、1/50 必要のある室 

９ 各 伏 図 1/100、1/200 床・天井・屋根 

１０ 各 部 詳 細 図 1/10、1/20、1/30 

１１ 建 具 表 建 具 符 号 図 1/30、1/50 建具符号図

1/100、1/200 

１２ 家具表及び家具符号図 1/30、1/50 家具符号図

1/100、1/200 

１３ そ の 他 必 要 図 面 



順序 図 面 名 称 縮 尺 摘 要 

（ 構 造 関 係 図 ） 

１４ 構 造 特 記 仕 様 書 任意の様式による 

１５ 各 階 構 造 伏 図 1/100、1/200 

１６ 基 礎 伏 図 1/100、1/200 

１７ 軸 組 図 1/100、1/200 

１８ 基 礎 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 

１９ 柱梁壁断面図及びリスト 1/20、1/30、1/50 

２０ 床 配 筋 図 及 び リ ス ト 1/20、1/30、1/50 

２２ 階 段 配 筋 図 1/20、1/30 

２２ 各 部 配 筋 図 1/20、1/30 

２３ 構 造 詳 細 図 1/20、1/30 エキスパンション、耐震目地等

２４ そ の 他 必 要 図 面 

日 影 図 1/200、1/300、1/500 必 要 の あ る 場 合 の み



  第 ３ 章．  電 気 設 備 工 事 

  特 記 仕 様 書    標準仕様書に示されていない事項及び標準仕様書において、特記による 

                     と記載されているものを記入する。 

  配 置 図 及 び    １）工事概要及び施工条件を記入する。 

  付 近 見 取 図    ２）電気設備工事及び電話設備工事 

               引込口、第一支持点の位置及び電気供給者の配電線路（高低圧別、 

                      電柱位置及び電柱番号等）、電話会社の電話線路（電柱番号等）を 

                         記入し、工事分界点及び財産分界点を明示する。 

                     ３）防災設備工事 

                       受信機、副受信機、防災盤の位置及び幹線の経路、配線系統図を記 

                      入する。 

                       配置図は、１）電気設備工事及び電話設備工事とは別葉とする。 

  屋 外 配 線 図    建築物外に施設する屋外配線路、機器等必要なものを記載し、架空電線 

                    路であって電柱及び機器等を施設する場合は、系統図、装柱図及び姿図等 

                    を図示する。 

  受変電設備機器    基本計画に基づいて、将来の増設等を考慮した設計とする。 

  配置図及び配線図   

  受 配 電 盤 等 の    受変電設備機器、高低圧配分電盤及び制御盤等の単線接続図を記載し、 

  結線図及び姿図   必要あるときは、制御回路図（シ－ケンス図）機器及び各盤の姿図等を図 

                    示する。 

  幹 線 平 面 図    １）電灯及び動力設備工事にあっては、引込口から各分電盤・開閉器函 

  及 び 系 統 図     類までとし、その他の設備にあっては、主要機器又は電源から末端ま 

                      で記入する。 

                     ２）立上り、引下げ等積算に必要なＧ．Ｌより各階までの高さを記入す 

                      る。階高の表示が困難な場合は、建物の断面図を図示する。 

  配 線 平 面 図    １）電灯コンセント設備 

                      ａ）一般照明器具及び非常用照明器具の姿図は、国土交通省大臣官房 

                       官庁営繕部監修「電気設備工事標準図」に記載されていない器具に 

                       ついてのみ図示する。 

                      ｂ）一般照明器具、非常用照明器具及び換気扇等については、各室ご 

                       との器具取り付け表を作成する。特殊機器については注記する。 

                     ２）動力設備 

                       動力機器の名称、電圧、相数、台数等については機械設備の設計者 

                      と連絡調整の上、記入する。 

                     ３）防災設備 

                       火災報知設備、防火シャッタ－、防火扉、及び誘導灯を図示する。 

                     ４）弱電設備及び非常電源設備 

                       各設備ごとに機器仕様又は姿図を図示する。 

  配線平面詳細図    電気室及び図面が混み入るような場合のみ作成する。 

  ポンプ室配線図    電灯及び動力配線図等を記入し、必要に応じて断面図等を 

                    図示する。 

  そ の 他 事 項    １）設計図の記載にあたっては、各工事の設計者と充分に打合せを行う。 

                      建物の用途に適合し、かつ、能率良く利用できるよう考慮する。 

                       また、機械設備工事の電源供給工事以外の電気工事は、その規模、 

                      特殊性等を考慮して機械設備工事に含める場合があるので留意する。 

                       なお、建築平面図は裏書きをし、最低限度次の表示をする。 

                      ａ）間取り及び室名 

                      ｂ）通り芯の記号及び寸法 

                     ２）将来の増設を留意した各設備工事の配管及び配線等については、梁、 

                      壁及び床部分に予備の貫通スリ－ブ等を考慮した設計とする。 

                     ３）工事規模の大小、図面内容の過密等の状況により、上記図面は重複 

                         しても良い。 



  図面の種類及び整理の順序 

   必要とする設計図、縮尺及び順序は､下表を標準とする。 

順序     図 面 名 称    縮 尺    摘 要 

１ 特 記 仕 様 書 島 根 県 の 様 式 に よ る ｡ 

２ 配 置 図 及 び 付 近 見 取 図 

1/200、1/300 

1/500、1/600 

  ３   屋 外 配 線 図 

1/200、1/300 

1/500、1/600 

４ 受変電設備配置図及び配線図 1/20、1/30 

５ 受変電設備機器 及 び 接続図 

６ 受 変 電 設 備 立 面 図 

７ 配 線 系 統 図 

各 設 備 別 葉 と す る

(配分電盤･制御盤等結線図を含む) 

８ 照明器具その他器具姿図 

９ 配 線 平 面 図 1/100、1/200 各 設 備 別 葉 と す る

１０ 配 線 平 面 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 各 設 備 別 葉 と す る

１１ ポ ン プ 室 配 線 図 1/20、1/30、1/50 

１２ そ の 他 必 要 な 図 面 



  第 ４ 章 ． 機 械 設 備 工 事 

  特 記 仕 様 書    標準仕様書に示されていない事項及び標準仕様書において、特記による  

          と記載されているものを記入する。 

  配 置 図 及 び    工事概要及び施工条件を記入する。また、給水管、排水管、ガス管等の 

  付 近 見 取 図   分岐引込管及び放流管等の公共施設との接続関係を明確にする。 

                     道路掘削を行う場合は、布設断面を図示する。 

  機 器 一 覧 表    機器番号、名称、性能、数量、取付場所、付属電動機及び電圧出力等を 

                    明示する。 

  平 面 図    建物外壁線よりおよそ１ｍ迄の関係設備を表示する。 

                     （排水桝等は配置図に記入する） 

  系 統 図    建物の階高を記入し、機器、配管ダクトの系統及び空調動力、自動制御 

                    の系統を表示する。 

  詳 細 図    各機器の取付位置等は、充分検討する。特に、建築及び他設備との取合 

           い納まり等については、建築及び他の設備設計者と打合せの上、保守管理 

           が容易に行えるよう留意する。 

  給 水 設 備    屋外給水と屋内給水の区分を明確にする。受水設備については、ポンプ 

           室内配管及びポンプ据付図等の平面を記入する。 

  排 水 設 備    １）屋内排水 

                       排水勾配による配管スペ－ス、特に天井内の納まりに留意する。 

                       建築構造体の貫通部等については、建築設計者と充分協議する。 

                     ２）屋外排水 

                       建物寄りの第１桝から屋外排水とし、各汚水桝及び雑排水桝は、桝番 

             号及び管底高を記入する。 

  給 湯 設 備    関係法令に適合するよう関係機関と充分打合せを行う。 

  消 火 設 備    消防法その他関係法令に適合するよう関係機関と充分打合せを行う。 

  し尿浄化槽設備    １）躯体、平面、断面詳細図、各種機器の据付図及び機器の仕様を記入 

                      する。 

                     ２）建築基準法及び関係法令に適合し、かつ、処理汚水の放流場所につ 

                      いては、関係機関と充分打合せを行う。 

  ガ ス 設 備    各機器の取付位置は充分検討し、関係機関と充分打合せを行う。 

  空 気 調 和 設 備    １）各配管及びダクト等の納まりについては、建築設計者と充分打合せ 

                      を行う。 

                     ２）建築構造体の貫通部及び重量物の設置等については、構造設計に留 

                      意する。 

  排 煙 設 備    建築基準法に適合するよう建築設計者と充分打合せを行う。 

  ｴ ﾚ ベ - ﾀ - 設 備    建築基準法及び関係法令に適合すること。特に、機械室、トップクリア 

                    ランス、ピットクリアランスについては、建築設計者と充分打合せを行う。 

  そ の 他 事 項    １）設計図の記載にあたっては、各工事設計者と充分打合せを行う。建 

                      物の用途に適合し、かつ、能率よく利用できるよう考慮する。なお、 

             建築平面図は裏書きをし、最低限度次の表示をする。 

                       ａ）間取り及び室名 

                       ｂ）通り芯の記号及び寸法 

                     ２）将来の増設を留意した各設備工事の配管及び配線等については、梁、 

                      壁及び床部分に予備の貫通スリ－ブ等を考慮した設計とする。 

                     ３）工事規模の大小、図面内容の過密等の状況により、各図面は重複し 

             ても良い。 



  図面の種類及び整理の順序 

   必要とする設計図、縮尺及び順序は、下記を標準とする。 

順序 図 面 名 称 縮 尺 摘 要 

１ 特 記 仕 様 書 島 根 県 様 式 に よ る

２ 配 置 図 及 び 付 近 見 取 図 

1/200、1/300 

1/500、1/600 

３ 給排水衛生設備機器一覧表 

４ 給排水及び衛生設備系統図 1/100、1/200 

５ 給排水及び衛生設備平面図 1/100、1/200 

６ ガ ス 設 備 平 面 図 1/100、1/200 

７ ガ ス 設 備 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 

８ し 尿 浄 化 槽 詳 細 図 1/20、1/30 

９ 空 気 調 和 設 備 機 器 一 覧 表 

１０ 空 気 調 和 設 備 系 統 図 1/100、1/200 

１１ 換 気 及 び 排 煙 設 備 系 統 図 1/100、1/200 

１２ 空 気 調 和 設 備 平 面 図 1/100、1/200 

１３ 配 管 図 1/100、1/200 

１４ ダ ク ト 図 1/100、1/200 

１５ 空 気 調 和 設 備 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 

１６ 換気及び気排煙設備平面図 1/100、1/200 



１７ 換 気 及 び 排 煙 設 備 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 

１８ 自 動 制 御 系 統 図 1/100、1/200 

１９ 自 動 制 御 平 面 図 1/100、1/200 

２０ 自 動 制 御 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 

２１ 空 調 用 電 気 設 備 系 統 図 1/100、1/200 

２２ 空 調 用 電 気 設 備 平 面 図 1/100、1/200 

２３ 空 調 用 電 気 設 備 詳 細 図 1/20、1/30、1/50 

２４ エレベ－タ－設備平面図 1/20、1/30 

２５ エレベ－タ－カゴ詳細図 1/20、1/30 

２６ ｴ ﾚ ベ - ﾀ - ｼ ｬ ﾌ ﾄ 詳 細 図 

1/20、1/30 

1/50、1/100 

２７ そ の 他 必 要 な 図 面 



 別 紙  １  

        建築基準法、消防法、各関係法規チェックシ－ト

  建 築 基 準 法 

        審 査 項 目   法   令   告 示   県   ﾁ ｪ ｯ ｸ  

 都

 市

 計

 画

 空

 地

 比

  区 域 、 地 域 、 地 区       

  建 ぺ い 率   5 3      

  上 記 の 制 限 緩 和   5 3  ③ 細  1 5   

  敷 地 が 他 地 域 と に わ た る と き   5 3  ②

 容 積 率   5 2      

 道

 路

 道 路 の 定 義   4 2      

 敷 地 が 道 路 に 接 す る 長 さ   4 3      

 特 殊 建 築 物 の 敷 地 と 道 路      6   

 自 動 車 車 庫 の 敷 地 と 道 路      9   

 劇 場 等 の 敷 地 と 道 路      7   

 共 同 住 宅 の 出 入 口 と 道 路      8   

 道 路 内 の 建 築 制 限   4 4      

 道 路 内 に 建 築 で き る も の   4 4   1 4 5     

 計 画 道 路 内 の 建 築 制 限   5 2  ⑩

 用

 途

 地

 域

  用 途 地 域 内 の 建 築 制 限   4 8  130 の 3～9 の 3  18 36 等

 既 存 建 築 物 に 対 す る 制 限 緩 和   8 6 の 7 1 3 7 の 7 細  1 9   

  特 殊 建 築 物 の 敷 地 の 位 置   5 1  130 の 2 の 2

130 の 2 の 3

 防

 火

 地

 域

  防 火 地 域 内 の 建 築 物   6 1  1 3 6 の 2

 準 防 火 地 域 内 の 建 築 物   6 1  1 3 6 の 2

建築物が防火 ､準防火地域にわたるとき  6 5      

建築物が防火､準防火地域と他地域にわたるとき  6 5      

 高

 さ

 地 域 に よ る 制 限   5 5      

  道 路 幅 に よ る 制 限   5 6      

 上 記 の 前 面 道 路 と み な す も の   1 3 1 の 2

 ２ 以 上 の 前 面 道 路 が あ る 場 合   1 3 2     

前面道路の反対側に公園.広場､水面等がある場合  1 3 4     

  工 事 名 

  担 当 者 建
築  

電
気  

機

械



       審 査 項 目  法   令   告 示   県   ﾁ ｪ ｯ ｸ  

 都

 市

 計

 画

 高

 さ

前面道路と敷地との高低差がある場合  1 3 5 の 2

 隣 地 境 界 線 に よ る 制 限   5 6 ① 二

隣地との関係についての建築物の各部分の高さ制限の緩和  1 3 5 の 3

  北 側 境 界 線 に よ る 制 限   5 6 ① 三

北側前面道路等の建築物の各部分の高さ制限の緩和  1 3 5 の 4

 高 さ の 算 定 方 法     2 ① 六

 日

 影

日影による中高層の建築物の高さ制限  5 6 の 2

日影による中高層の建築物の高さの適用除外等  1 3 5 の 1 ２

日影時間の制限の異なる区域の内外にわたる場合の措置  1 3 5 の 1 3

 一

 般

 計

 画

・

 そ

 の

 他

建築物の建築等に関する申請及び確認   6      

 建 築 物 に 関 す る 完 了 検 査   7      

 敷

 地

 敷 地 の 衛 生 及 び 安 全   1 9      

 災 害 危 険 区 域 （ 指 定 ）   3 9      2   

  上 記 に お け る 建 築 制 限       3   

 が け 付 近 の 建 築 物 の 制 限       4   

 構 造 計 算 を 要 す る 建 築 物   2 0      

 大 規 模 建 築 物 の 主 要 構 造 部   2 1      

採

光

 ･  

換

  気

 居 室 の 採 光   2 8 ①   1 9     

 採 光 有 効 面 積 の 算 定 方 法    2 0     

  居 室 の 換 気   2 8  ②

 自 然 換 気 設 備   20 の 2①一イ 1 8 2 6  一

  上 記 の 場 合 の 構 造   129 の 2 の 5① 1 8 2 6  一

 機 械 換 気 設 備   20 の 2①一ロ 1 8 2 6  二

 上 記 の 場 合 の 構 造   129 の 2 の 5② 1 8 2 6  二

 調 理 室 等 に 設 け る 換 気 設 備    1 8 2 6  三

 地 階 に お け る 居 室   2 9   2 2 の 2

 長 屋 又 は 共 同 住 宅 の 各 戸 の 界 壁    3 0   2 2 の ３

 便

 所

く み 取 便 所 と し て は な ら な い 場 合  3 1      

  便 所 の 採 光 及 び 換 気    2 8     

 く み 取 便 所 の 構 造     2 9     

特 殊 建 築 物 及 び 特 定 区 域 の 便 所 の 構 造   3 0     

 浄 化 槽 の 算 定     3 2     



        審 査 項 目  法   令   告 示   県   ﾁ ｪ ｯ ｸ  

 一

 般

 計

 画

・

 そ

 の

 他

 避

 雷

避雷針設備を設けなければならない建築物  3 3      

  避 雷 針 設 備 の 設 置   1 2 9 の 1 4

 上 記 の 構 造   1 2 9 の 1 5

 高

 さ

 居 室 の 天 井 高 さ    2 1     

 居 室 の 床 高 及 び 防 湿 工 法    2 2     

 昇 降 機   3 4  1 2 9 の 3

 鉄 骨 柱 の 防 火 被 覆    7 0     

 配

 管

 給 水 、 排 水 等 の 配 管 設 備   129 の 2 の 4①

 給 水 の 設 置 及 び 構 造   129 の 2 の 4②

  排 水 の 設 置 及 び 構 造   129 の 2 の 4③

 防

 火

 関

 系

 耐

 火

 準

 耐

 と

 す

 る

 も   

の

  耐 火 建 築 物 と す る 建 築 物   2 7  ②

  耐 火 又 は 準 耐 火と す る 特 殊 建 築 物  2 7  ③

 法 第 ２ ７ 条 該 当 の 既 存 に 対 す る 緩 和  8 6 の 7 1 3 7 の 4

  耐 火 構 造 （ 指 定 ）   2 ① 七  1 0 7  1399,1432

  (可燃物燃焼温度)

  準 耐 火 の 構 造  2 ① 七 の 二 1 0 7 の 2  1 3 5 8    

  防 火 地 域 内 の 建 築 物   6 1      

  準 防 火 地 域 内 の 建 築 物   6 1      

防 火 、 準 防 火 地 域 内の既 存 に 対 す る 緩和 86 の  7  137 の 10,11

 無 窓 の 居 室 等 の 主 要 構 造 部  3 5 の  3   1 1 1     

 延 焼 の お そ れ の あ る 部 分   2  ① 六

 防 火 構 造   2  ① 八  1 0 8   1 3 5 9    

 不 燃 材 料   2  ①   九 1 0 8 の 2  1 4 0 0    

 屋

 根

指 定 区 域 内 の 耐 火 、 準 耐 火 以 外 の 建 築 物  2 2  1 0 9 の 8  1 3 6 1    

  延 1 , 0 0 0 ㎡ こ え る 木 造 の 屋 根   2 5       

防 火 、 準 防 火 地 域 内 で 屋 根 が 耐 火 で な い も の  6 2  136 の 2 の 2 1365,1434

 外

 壁

 屋

 根

指 定 区 域 内 の 木 造 特 殊 建 築 物 の 外 壁  2 3  1 0 9 の 7  1 3 6 2    

  指 定 区 域 の 内 外 の に わ た る 場 合    2 4        

  延 1 , 0 0 0 ㎡ こ え る 木 造 の 外 壁    2 5        



        審 査 項 目  法   令   告 示   県   ﾁ ｪ ｯ ｸ  

 防

 火

 関

 係

 防

 火

 画

 面 積 区 画   112①～⑧

 竪 穴 区 画   112 ⑨等

 用 途 区 画   112 ⑪⑫

  ス パ ン ド レ ル   112 ⑮⑯

 特 定 防 火 設 備 、 防 火 設 備 の 基 準   112 ⑰⑱

   給 水 管 等 が 防 火 区 画 を 貫 通 す る 場 合  1 1 2  ⑲

 上 記 の 場 合 の 給 水 管 、 排 水 管   129 の 2 の 4

換気 ､冷暖房の風道が防火区画を貫通する場合  1 1 2  ⑳   1 3 7 6    

 界

 壁

 隔

 壁

 長 屋 、 共 同 住 宅 の 防 火 界 壁   1 1 4  ①

防火上主要な間仕切壁を準耐火構造とするもの  1 1 4  ②

建築面積が 300 ㎡をこえ小屋組が木造の場合  1 1 4  ③   1 8 8 2    

延べ面積が各々200 ㎡をこえる耐火以外を結ぶ渡り廊下  1 1 4  ④

  給 水 管 等 が 貫 通 す る 場 合 の 構 造   1 1 4  ⑤   1 3 7 7    

 防

 火

 壁

防 火 壁 等   2 6       

  既 存 に 対 す る 制 限 緩 和  8 6 の  7  1 3 7 の ３

木造建築物に設ける防火壁及び防火床の構造   1 1 3      

 戸

 防 火 戸 の 設 置  2①九の二ロ,61

  防 火 戸 の 構 造   1 0 9   1 3 6 6  

 避

 難

 関

 係

  危 険 物 の 数 量   2 7 ③ 二   1 1 6     

 階

 段

 幅 、 蹴 上 げ 、 踏 面 の 寸 法    2 3     

 踊 場 の 位 置 、 踏 幅    2 4     

 階 段 及 び 踊 場 の 手 す り の 設 置    2 5     

 階 段 に 代 わ る 傾 斜 路    2 6     

 特 殊 用 途 の 専 用 階 段    2 7     

 窓 そ の 他 開 口 部 を 有 し な い 居 室   116 の 2

 廊 下 の 幅    1 1 9     

 歩

 行

 距

 離

 直 通 階 段 へ の 歩 行 距 離    1 2 0     

  重 複 区 間 距 離 の 制 限    1 2 1  ③

避 難 階 の 階 段 か ら 出 口 ま で の 距 離   1 2 5     



        審 査 項 目  法   令   告 示    県   ﾁ ｪ ｯ ｸ  

 避

 難

 関

 係

 避

 難

 階

 段

 ２ 以 上 の 直 通 階 段 を 要 す る 建 物    1 2 1     

主要構造部が準耐火又は不燃材料の時の緩和   1 2 1  ②

  直 通 階 段 で 屋 外 に 設 け る も の   1 2 1 の 2

  避 難 階 段 と す る 場 合    1 2 2   1 3 6 9    

  避 難 階 段 ､特 別 避 難階 段 の 構 造   1 2 3   1 7 2 8    

物 品 販 売 業 に お け る 避 難 階 段 の 幅   1 2 4     

 出

 口

 の   

戸

  客 席 か ら の 出 口 の 戸    1 1 8     

  客 用 に 供 す る 屋 外 へ の 出 口 の 戸    1 2 5  ②

物 品 販 売 業 に お け る 屋 外 へ の 出 口 の 幅   1 2 5  ③

 屋 外 出 口 等 の 施 錠 装 置   1 2 5 の 2

  屋 上 広 場    1 2 6     

 排

 煙

  排 煙 設 備 の 設 置   1 2 6 の 2 1436,2564

  上 記 の 構 造   1 2 6 の 3 1829,1437

 非

 照

 非 常 用 照 明 の 設 置   1 2 6 の 4  1 4 1 1    

  上 記 の 構 造   1 2 6 の 5  1 8 3 0    

 非

 進

  非 常 用 進 入 口 の 設 置   1 2 6 の 6  1 4 3 8    

  上 記 の 構 造   1 2 6 の 7  1 8 3 1    

 通

 路

 敷 地 内 の 通 路   3 5   1 2 8     

大規模な木造等の建築物の敷地内における通路  1 2 8 の 2

敷 地 内 通 路 が 渡 り 廊 下 を 横 切 る と き   128 の2④

 内

 装

  内 装 制 限 を 受 け る 特 殊 建 築 物   3 5 の 2 1 2 8 の 4

  内 装 の 方 法    128 の 5



  消 防 法 等 

       審 査 項 目  法   令   告 示   県   ﾁ ｪ ｯ ｸ  



別紙  ２  

建 築 基 準 法 関 係 打 合 せ 事 項 記 録 書

       打合せ年月日   令和   年   月   日  

       関 係 機 関  所 属 

               氏 名            印  

       設 計 者  所 属 

        ( 設 計 担 当 者 )   氏 名            印  

       立 会 者  施 設 管 理 者 氏 名            印  

県 担 当 者 名            印  

  建 設 敷 地       市 ･郡 町 ･村

  建 物 型 式  用 途       構 造   造    階建て  

          延床面積       ㎡  

          内部仕上                      

  打 合 せ 事 項 



別紙  ３  

消 防 法 関 係 打 合 せ 事 項 記 録 書
            （消防署を設置していない地区にあっては市町村長）  

       打合せ年月日   令和   年   月   日  

       関 係 機 関  所 属 

               氏 名             印  

       設 計 者  所 属 

        ( 設 計 担 当 者 )   氏 名             印  

       立 会 者  施 設 管 理 者 氏 名             印  

県 担 当 者 名             印  

  建 設 敷 地       市 ･郡 町 ･村

  建 物 型 式  用 途        構 造   造    階建て  

          延床面積        ㎡  

          内部仕上                      

  打 合 せ 事 項 



別紙  ４  

電 気 引 込 関 係 打 合 せ 事 項 記 録 書

       打合せ年月日   令和   年   月   日  

       電 力 会 社  所 属 

               氏 名            印  

       設 計 者  所 属 

        ( 設 計 担 当 者 )   氏 名            印  

       立 会 者  施 設 管 理 者 氏 名            印  

県 担 当 者 名            印  

  建 設 敷 地       市 ･郡 町 ･村

  建 物 型 式  用 途       構 造   造    階建て  

          延床面積       ㎡  

  打 合 せ 事 項 

    1．  工事費負担金の有無  

            ・  有          円也 ( 消 費 税  ･ 含 む  ･ 別  ) 

            ・  無  

    2. 低圧受電の場合  

     ｲ. 引込第１支持点の位置（図示する）  

     ﾛ. 単相３線式引込の可否  

          ・  可    ・  否  

     ﾊ. 契約種別  

     ﾆ. 使用開始予定日  

            令和   年   月   日  

     ﾎ. 計量器の取付位置（図示する）  

     ﾍ. その他必要事項  



    3. 高圧受電の場合  

     ｲ. 財産分界点、工事分界点、及び責任分界点の位置（図示する）  

     ﾛ. 遮断器の位置（図示する）  

     ﾊ. 遮 断 容 量 

                Ａ  

     ﾆ. 供給電圧  

                ＫＶ  

     ﾎ. 契約種別  

     ﾍ. 使用開始予定日  

            令和   年   月   日  

     ﾄ. 計量器の取付位置（図示する）  

     ﾁ. その他必要事項  



別紙  ５  

電 話 引 込 関 係 打 合 せ 記 録 書

       打合せ年月日   令和   年   月   日  

       電 話 会 社  所 属 

               氏 名            印  

       設 計 者  所 属 

        ( 設 計 担 当 者 )   氏 名            印  

       立 会 者  施 設 管 理 者 氏 名            印  

県 担 当 者 名            印  

  建 設 敷 地       市 ･郡 町 ･村

  建 物 型 式  用 途       構 造   造    階建て  

          延床面積       ㎡  

  打 合 せ 事 項 

    1．  電話引込予定位置（図示する）  

    2．  配管方法  

    3．  端子盤の大きさ（局数）  

    4．  その他必要事項  



別紙  ６  

          ・  上 水 道 ・  下 水 道 ・  ガ ス 

接 続 関 係 打 合 せ 事 項 記 録 書

       打合せ年月日   令和   年   月   日  

       関 係 機 関  所 属 

               氏 名            印  

       設 計 者  所 属 

        ( 設 計 担 当 者 )   氏 名            印  

       立 会 者  施 設 管 理 者 氏 名            印  

県 担 当 者 名            印  

  建 設 敷 地       市 ･郡 町 ･村

  建 物 型 式  用 途       構 造   造    階建て  

          延床面積       ㎡  

  打 合 せ 事 項 

     ｲ. 公道部分の布設状況（略図による）  

     ﾛ. 配管接続方法  

     ﾊ. 財産分界点の位置状況等（図示による）  

     ﾆ. 負担金の有無  

            ・  有          円也 ( 消 費 税  ･ 含 む  ･ 別  ) 

            ・  無  

     ﾎ. 市町村条例等関係法規  



別紙  ７  

給 排 水 衛 生 設 備 工 事 設 計 調 査 表
    工 事 名                     工事  

    工 事 場 所       市 .郡 町 .村

    調査年月日    令和   年   月   日  

    調 査 員   所 属 

            氏 名              印  

    調 査 事 項 

     １．  給 水 設 備 

     ａ）  給水供給事業者名及び打合せ者氏名  

事 業 者 名

打 合 せ 者 氏 名

     ｂ）  打合せ事項  

         ・  本管配水管径             ㎜  

         ・  圧 力            ㎏／㎝２

         ・  許可分岐径              ㎜  

         ・  水道負担金の有無  

            ・  有          円也 ( 消 費 税 含 む  . 別  ) 

            ・  無  

         ・  配管略図    付近見取図に記入する。  

         ・  給水供給事業者条例（配管材料その他事項）  

     ２．  排 水 設 備 

     ａ）  雑排水放流先（付近見取図に記入）  

     ｂ）  汚水排水放流先（付近見取図に記入）  

     ｃ）  排水水質基準の特例の有無（地元の要望も含む）  



     ｄ）  その他  

     ３．  ガ ス 設 備（都市ガスのみ）（設計完了後再打合せのこと）  

     ａ）  ガス供給事業者名及び打合せ者氏名  

事 業 者 名

打 合 せ 者 氏 名

     ｂ）  打合せ事項  

         ・  ガス本管径             ㎜  

         ・  許可分岐径             ㎜  

         ・  配管略図    付近見取図に記入する。  

         ・  ガス供給者要望事項  

     ４．  広域消防組合特定条例及び打合せ者氏名  

打 合 せ 者 氏 名



付 近 見 取 図 


